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協働と交流による自立した新市をめざして�
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　平素は、各市町村のまちづくりにご理解とご協力をいただき、ありがとうございます。�

　さて、皆様方もご承知のように、少子高齢化の進展、住民ニーズの高度化・多様化、地方分権の推進、国・地方の

極めて厳しい財政状況など、時代は大きな転換期にあり、地方自治体は激動の真只中にあります。�

　こうした厳しい時代の流れに柔軟かつ適切に対応していくためには、行財政運営の効率化や行政サービス体制

の強化等、激動の時代に耐え得る足腰の強い自治体を再構築する必要があります。�

　そこで、私たち田辺市、龍神村、中辺路町、大塔村、本宮町の5市町村は、この地域のさらなる発展を願うとともに、

安心して住み続けられるまちづくりを進めていくため、住民、議会、行政の代表者による合併協議会において、市町

村合併に関する協議を重ねてまいりました。そして、約2年間１８回にわたる協議を経て、市町村建設計画の作成や

主な事務事業の調整といった合併に関する協議をすべて整えるに至りました。�

　このパンフレットは、合併協議会における協議の成果として、合併すると、どんなまちづくりを進めるのか、行政

サービスはどのようになるのか等について取りまとめたものです。�

　私たちのふるさとを、より魅力的で素晴らしいものとし、子や孫たちに引き継いでいくため、住民、議会、行政が

一体となり、行財政基盤を強化し、新しい時代にふさわしいまちづくりを進めていくことにつきまして、皆様方の

ご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。�

ご あ い さ つ �
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Hongu

Ryujin

平
成
１３
年
度
�

平成13年5月16日　10市町村で田辺周辺市町村合併研究会を設置�
　　　　　　　　　（助役及び合併担当者で構成）�

平成14年4月1日　10市町村で田辺広域任意合併協議会を設置�
　　　　　　　　（首長・助役、議会2名、民間委員2名で構成）�

任意合併協議会（5回開催）�

合併協議会（2回開催）�

合併協議会（4回開催）�

新市の名称の選定等に関する専門委員会�
（3回開催）�

新市の名称の選定等に関する専門委員会（4回開催）�

※南部町・南部川村は不参加を表明、白浜町はオブザーバー参加（9月まで）�

田辺周辺市町村合併研究会�

平
成
１4
年
度
�

田辺広域任意合併協議会�

平成14年7月23日　7市町村で田辺広域合併協議会を設置�
　　　　　　　　　（首長・助役、議会2名、民間委員2名で構成）�

平成14年10月4日　本宮町の加入により8市町村に�

合併協議会（6回開催）�

平成15年4月1日　日置川町、すさみ町の離脱により6市町村に�

議会の議員の定数の取扱い等に関する専門委員会（2回開催）�

新市の名称の選定等に関する専門委員会（2回開催）�

合併協議会（5回開催）�

合併協議会（1回開催）�

平成16年1月1日　上富田町の離脱により5市町村に�

議会の議員の定数の取扱い等に関する専門委員会（2回開催）�

平
成
１4
年
度
�

平
成
１5
年
度
�

平
成
１6
年
度
�

田辺広域合併協議会�

研究会（10回開催）�

　平成13年5月に田辺周辺市町村合併研究会を設置して以来、お互いに地域�

の発展を願い、市町村合併に関する取り組みを進めてきました。�

合併協議の経過�

合併協議の経過と今後の流れ
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今後の流れ�

　議会・住民の皆さんの意向を十分に踏まえ、各市町村は合併の是非を判断し、合併協定書の調印、各市町村議会で合併の議

決を行います。その後、「合併の法手続き」及び「合併の諸準備」を進めます。�

合併協定書の調印�

各市町村議会での議決�

合併の諸準備�合併の法手続き�

合併（新市発足）�

告示（合併の効力の発生）�

和歌山県議会での�
議決・知事の決定� 電算システムの統合

等、行政の全分野に
おける合併準備作業�

総務大臣への届出�

和歌山県知事への申請�

住民説明会�
（5市町村それぞれで開催）�

Tanabe Ryujin  Nakahechi  Oto  Hongu 

4

合併協議の経過と今後の流れ
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◇地方分権により、国や県にあった権限や財源が、県や市町村に移され、地域のことは地域で決定（自己決定）し、

その結果責任も自分たちが負う（自己責任）という行政制度への変革が進められています。

◇地域の振興においても、「地域の創意と工夫の発揮と知恵とアイデアの地域間競争」の時代を迎えています。

◇今後の自治体の運営にあたっては、自己決定・自己責任の原則のもと、専門知識をもって組織的な取り組みを行う

ことができる行政体制の強化を図る必要があります。

5

◇近い将来日本の人口が減少すると予測されており、人口増加・経済成長を前提とした社会構造や制度を抜本的に見

直すことが求められています。

◇5市町村の６５歳以上の人口比率は高く、全国平均に比べ１０年程度高齢化が進んでいます。

◇人口減少・少子高齢化社会に対応していくためには、合併により市町村間の較差を緩和し、共に支え合う形でまち

づくりを進めていく必要があります。

31.9%

29.6%

12.3%

11.3%

22.7%

17.3%

26.4%

23.9%

9.9%

7.1%

1970
0% 

5% 

10% 

15% 

20% 

25% 

30% 

35% 

15.7%

14.6%

1980 1990 2000 2010 2020 2030

15歳未満�
（5市町村）�

65歳以上�
（5市町村）�

65歳以上�
（国）�

15歳未満�
（国）�

市町村� 国�

都道府県�

１　少子高齢化社会の進展

Tanabe

Nakahechi

Oto

Hongu

Ryujin

合併の必要性と背景

２　地方分権の進展と地域間競争時代の到来
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◇国・地方合わせて約７００兆円という大幅な財政赤字と、国・地方合わせて１５３兆円の歳出に対し税収が８５兆円という

収支ギャップの解消等を図るため、構造改革が進められています。

◇市町村の財政を支えてきた地方交付税は減少の一途をたどり、5市町村の普通交付税額は、3年間で約１６％減少しま

した。「三位一体の改革」により、地

方交付税は、今後も減少することが

予想されます。

◇極めて厳しい財政状況に対応してい

くためには、財政支援措置のある現

行の合併特例法の期限内の合併によ

り、行政体制の強化を図るとともに、

行財政運営の効率化を図る必要があ

ります。

◇少子高齢化、情報化、国際化、地球環境問題、循環型社会の形成、男女共同参画社会の形成など、時代の進展とと

もに住民ニーズは高度化・多様化してきています。

◇厳しい財政状況の中、行政のスリム化も要請されています。

◇行政をスリム化しながら、住民ニーズの高度化・多様化に対応していくという二律背反する課題に対処していくた

めには、合併により、行政体制の強化を図る必要があります。

４　住民ニーズの高度化・多様化

３　国・地方を通じた厳しい財政状況

合併後�

環　境� 情報化�

健康福祉�教育文化�基盤整備�行財政改革�

国際化�
環　境� 情報化�

健康福祉� 教育文化� 基盤整備� 行財政改革�

国際化�

合併の必要性と背景

25.2%

25.9%

34.7%

61.0%

7.5%

45.5%

13.0%

85.3%

4.6%

39.3%

21.5%

74.7%

5.6%

42.6%

17.0%

81.3%

6.0%

39.7%

23.0%

73.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

田辺市� 龍神村� 大塔村�中辺路町� 本宮町�

依存財源�

H13→H15減額分�

地方交付税�

国県支出金�

地方債�

各種交付金等�

繰越金�

自主財源�

財産収入・繰入金�

負担金・使用料等�

地方税�

26.9%

52.2%
45.5%

52.1%

44.9%

※平成12～14年度の平均値（H13→H15減額分を除く）�
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位置と土地利用・人口・就業人口

位置と土地利用

龍神村�

本宮町�

田辺市�

中辺路町�

大塔村�

市役所・町村役場�

新市域�

現市町村域�

空港�

高速道路（供用中）�

高速道路（事業中）�

国道・県道�

JR線�

河川�

国道42号�

南紀白浜空港�

紀勢本線�

N

面積�
1,026㎞�2

森林�

水面等 1.8%

道路 1.7%

宅地等 1.2% その他 2.6%
農地 3.4%

89.3%

◇広大な面積と4つの水系が

あります。

◇中心市の田辺市と大塔

村・中辺路町・本宮町と

は国道311号でつながり、

龍神村とは県道田辺龍神

線でつながっています。
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5 市 町 村 の 現 況

人　　口
◇過去からの人口推移はほぼ横ばいですが、今後は人口が減り、少子高齢化が進むと予測されます。

建設業�
11.2%

漁業 0.9%

運輸・通信業 4.5%

電気・ガス・�
熱供給・水道業 0.7%

製造業�
11.8%

林業 0.9%農業 12.7%

公務 4.1%

■15歳未満　　■15～64歳　　■65歳以上�

第3次産業�
62.1%

総就業者数�
41,186人�

第1次産業�
14.4%

第2次�
産業�
23.0%

不動産業�
0.6%

金融・保険業�
2.1%

サービス業�
26.9%

卸売・小売業,飲食店�
23.2%

90,000 

80,000 

70,000 

60,000 

50,000 

40,000 

30,000 

20,000 

10,000 

1970
0 

1980 1990 2000 2010 2020 2030

26.4%

63.7%

9.9%

85,347人�

15.7%

61.5%

22.7%

31.9%

55.8%

12.3%

85,646人�

68,620人�

就業人口
◇全国平均と比べると第1次産業の比率が高い（全国平均は5.0％）地域です。
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9

田 辺 町 �
湊 村 �
西 ノ 谷 村 �
下 芳 養 村 �
稲 成 村 �
下 秋 津 村 �
万 呂 村 �
新 庄 村 �
�
三 栖 村 �
長 野 村 �
上 秋 津 村 �
秋 津 川 村 �
中 芳 養 村 �
上 芳 養 村 �
�
龍 神 村 �
上 山 路 村 �
中 山 路 村 �
下 山 路 村 �
�
近 野 村 �
二 川 村 �
栗 栖 川 村 �
�
富 里 村 �
三 川 村 �
豊 原 村 �
鮎 川 村 �
�
三 里 村 �
本 宮 村 �
四 村 �
請 川 村 �
敷屋村（の一部）�

田 辺 町 � 田 辺 市 �
旧西富田村�

牟 婁 町 �

龍 神 村 �

中 辺 路 町 �

大 塔 村 �

大内川地区�

下鮎川地区� 上 富 田 町 �

本 宮 町 �

西富田村�

三 川 村 �

T13.7.1 S17.5.10

S4.4.1

S25.12.15 S29.2.4 S30.3.15 S33.7.1 S39.10.15

白 浜 町 �

�

S31.9.30

S30.3.1

S31.9.30

S31.9.30

S31.9.30

敷屋・篠尾地区� 熊 野 川 町 �

合併の歴史

Tanabe

Nakahechi

Oto

Hongu

Ryujin

合併の歴史・5市町村データ
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5 市 町 村 の 現 況

5市町村データ

1,026.62 136.42 255.13 211.95 219.06 204.06
85,646 70,360 4,461 3,710 3,246 3,869
15.7 16.1 14.5 12.1 14.8 13.4
61.5 63.6 51.6 52.8 54.4 49.3
22.7 20.2 33.9 35.1 30.8 37.3

41,186 34,582 2,092 1,660 1,412 1,440
14.4 14.1 18.7 20.7 16.4 8.1
23.0 22.3 29.6 27.5 24.5 23.5
62.1 63.1 51.7 51.6 59.1 68.3

32,459 26,320 1,635 1,529 1,250 1,725
1,293,632 536,700 276,061 180,765 108,656 191,450
454,593 428,518 6,096 3,009 1,066 15,904
613,688 27,556 232,031 110,062 131,574 112,465

公立20、民間5
公立4、民間6 公立4、民間6

公立8、民間5

37 18
18 10

68 20 10 12 12 14
1,032 715 76 74 78 89

3
0
5
2

3
0
3
1

2
0
3
2

4
0
8
3

46,309,729 28,609,368 5,134,674 4,514,734 3,415,568 4,635,385
45,013,970 27,691,609 5,009,497 4,428,634 3,350,115 4,534,115
21,622,075 14,840,538 2,725,511 1,874,181 1,694,510 2,029,277

0.388 0.501 0.143 0.136 0.131 0.135
91.60 95.34 81.11 87.94 87.69 86.01
21.6 23.0 16.8 15.4 10.2 14.6

16,074,272 8,080,381 1,780,700 1,822,020 1,621,100 2,770,071
70,878,491 47,497,401 9,353,384 5,274,049 2,971,076 5,782,581

5市町村全体� 田辺市� 龍神村� 中辺路町� 大塔村� 本宮町�

15歳未満(％)
15歳～64歳(％)
65歳以上(％)

第1次産業(％)
第2次産業(％)
第３次産業(％)

世帯数（戸）�
市町村道延長(ｍ)
農道延長(ｍ)
林道延長(ｍ)
保育所数(ヶ所)
幼稚園数(ヶ所)
小学校数(ヶ所)
中学校数(ヶ所)

議員数�
職員数�

歳入総額(千円)
歳出総額(千円)
標準財政規模(千円)
財政力指数(3年平均)
経常収支比率(％)
公債費比率(％)
積立金現在高(千円)
地方債現在高(千円)

区　　　分�

面積（ｋ㎡）�
人口（人）�

就業人口（人）�

状�

・人口、就業人口、世帯数は平成１２年国勢調査による。�
・市町村道延長、農道延長、林道延長、保育所数、幼稚園数、小学校数、中学校数は平成１４年度公共施設状況調査による。�
・議員数は条例定数（平成１５年度末現在）による。�
・職員数は平成１６年１月現在。�
・財政状況は平成１４年度の普通会計決算額を基に作成。但し、積立金現在高、地方債現在高は普通会計以外分も含む。�

財�
政�

況�

標準財政規模：地方公共団体の一般財源の標準的な規模を示すもの。標準税収入額と普通交付税の合算額。
財政力指数：地方公共団体が標準的な行政運営を行うのに必要な財源をどれだけ自力で調達できるかを示すもの。数字が大きい程、財政基盤が強いといえる。１を超える団体には普通

交付税が交付されない。
経常収支比率：財政構造の弾力性を示すもの。人件費、扶助費、公債費等の経常的な支出に対し、普通税、普通交付税、地方譲与税といった経常一般的な財源がどれだけ充当されているの

かをあらわす。おおむね７０％～８０％の間が望ましいといわれている。
公債費比率：使途が特定されない一般財源（地方税や普通交付税など）に占める地方債償還金及び利子の割合のこと。１０％を越さないことが望ましいといわれている。
普 通 会 計：地方公共団体の統計上用いられる会計区分で、水道や国民健康保険等の公営事業会計以外の会計を合わせたもの。
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